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Abstract

ThispaperreviewsresearchthatstudiesR&Dcooperationofthe

firm.Empiricalresearchstudiesareexamined.Itisconcludedthatour

knowledgeofR&Dcooperationislimited,providingconsiderablescope

forfurtherresearch.Aseriesoffutureresearchquestionsispresented.
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1 序

近年,企業の研究開発協力行動に関して,多くの経験的研究が蓄積されつ

つある｡本稿では,これらの研究成果を調査し,研究開発協力行動に関する

研究課題の整理を試みる｡

本稿の構成は,以下の通 りである｡ 2節では,中小規模の企業を含む幅広

い調査対象から収集した調査データにもとづき研究開発協力行動の解明を試

みた近年の経験的研究をとりあげ,それぞれのリサーチデザインおよび研究

成果を概観する｡ 3節では,サーベイした経験的研究の特徴を,(∋研究開発

協力行動の操作化,(参研究開発協力行動の説明変数,③企業規模による影響,

④成果変数に対するインパクトの4つの点から整理する｡4節では,先行研

究から得られた知見にもとづき,研究開発協力行動に関する経験的研究を展

開する際の研究課題を導出する｡
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2 経験的研究のレビュー

本節では,企業の研究開発協力行動の解明を主な研究目的とする,近年の

6つの主要な経験的研究をとりあげ,それぞれのリサーチデザインおよび研

究成果を概観する｡

近年の研究開発協力研究の論点は,従来の論点であった研究開発活動をす

すめる際にいかなる組織様式を選択するかではなく,(1)いかなる企業が研

究開発協力行動に着手するか,(2)企業が研究開発協力行動に着手する理由

はなにか,(3)研究開発協力のパー トナーに応じて研究開発協力行動の動因

がいかに異なるか,の3点にある｡以下,3つの論点に関する経験的研究を

順に概観する｡

なお,レビューの範囲は,研究開発協力行動との関係を検証するにあたり

複数の要因を組み入れた計量分析を用いた研究に絞る｡第 1の理由は,研究

開発協力行動と各種要因とは複雑に絡み合っており,複数の要因からの影響

をコントロールした分析が不可欠であるためである｡第 2の理由は,研究開

発協力行動に関しては,近年定量的調査手法に比べ定性的調査手法を用いた

経験的研究の数が限られるためである｡

2.1企業属性と研究開発協力行動との相互関係に関する経験的研究

本項では,いかなる企業が研究開発協力行動に着手するかの問題意識にも

とづき,企業属性 と研究開発協力行動 との相互関係の解明を試みた,

FritschandLukas[2001]およびTether[2002]のそれぞれのリサーチデザイ

ンおよび研究成果を順に概観する｡

FritschandLukas[2001]の研究

FritschandLukas[2001]は,ドイツ国内の3地域に所在し,従業員10人以

上を有する1800の企業から得た質問票調査データをもちいて,企業属性と研
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究開発協力との相互関係の解明を試みている｡企業属性として従業員規模,

吸収能力,売上付加価値率,製品革新の目的,立地,業種の6変数を測定し,

それぞれが研究開発協力行動に着手する確率および協力件数に与える影響を

検討している｡

研究開発協力行動を,情報収集目的の非公式な接触,組織的な情報や経験

の交換,共同研究開発プロジェクトの計画および実行への巻き込み,イノベー

ションのパイロット利用の4種類に区別している｡

研究開発協力のパー トナーとして,顧客企業,供給業者,垂直的な取引関

係にない企業,公的研究機関の4つを取り上げ,それぞれとの研究開発協力

の有無および協力の数を測定している｡

作業仮説は次の4つである｡(1)規模の大きい企業は,小規模の企業より

相対的により多くの経済活動をおこない,より協力指向で多くの研究開発協

力行動をとる｡(2)研究開発集約度が高く吸収能力のある企業は,研究開発

協力行動のインセンティブが強 くはたらく｡(3)ゲートキーパーが存在し吸

収能力のある企業は,研究開発協力行動に着手する確率が大きい｡(4)売上

付加価値率の小さい企業は,研究開発協力により専門化の度合いを高めるイ

ンセンティブがはたらく｡

解析の結果,仮説 1は強く支持される,仮説 2,3は支持される,仮説 4

は部分･的に支持されることが分かった｡仮説 1に関しては,すべてのモデル

で仮説を支持する影響関係を確認している｡仮説 2に関しては,協力の有無

を従属変数とするモデルではいずれも支持される一方,協力の数を従属変数

とするモデルでは,協力相手によりことなる影響関係が見出せた｡仮説 3に

関しては,供給業者との研究協力の数を従属変数とするモデル以外では,仮

説が支持された｡仮説 4に関しては,①全16のモデルのうち6モデルで統計

的に有意な影響関係がない,②供給業者との研究開発協力を従属変数にする

すべてのモデルで仮説を支持する影響関係がある,③研究開発協力のパート

ナーに応じて影響関係は一様ではない,の3点が明らかになっている｡
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研究開発協力行動を展開する企業の属性として,①相対的に規模が大きい,

②研究開発シェアが高い,③イノベーション活動に適した環境条件をスク

リーニングし,研究開発活動に関する希求水準の高いゲートキーパーを有し

ている,の3つを指摘している｡

Tether[2002]の研究

Tether[2002]は,英国の製造業およびサービス業を含む,イノベーショ

ン活動をすすめる1270社からえた質問票調査データをもちいて,企業属性と

イノベーション ･プロセスでの社外のパートナーとの協力行動との相互関係

の解明を試みている｡なお,研究開発のパートナーとして,顧客企業,供給

業者,競合企業,大学,コンサルタント,その他の6つを取り上げ,それぞ

れとの研究開発協力の有無を測定している｡かれは,企業属性がそれぞれを

パートナーとする研究開発協力に着手する確率に与える影響関係を解析して

いる｡

企業属性として,イノベーション活動で直面する困難,継続的に研究開発

活動をすすめる体制,従業員一人当たりの研究開発投資額,従業員一人当た

り社外の革新的成果の購入額,導入するイノベーションの性質,操業年数,

従業員規模,所有形態,業種の9つを取 り上げ,それぞれが研究開発協力行

動に着手する確率に与える影響を検討している｡なお,作業仮説は明示され

ていない｡

解析に用いるデータはEuropeanCommunitySurvey(CIS-2)の調査デー

タであり,従業員数が10人に満たない企業は除外されている｡

主要な解析結果は次の3つである｡(1)ほとんどの企業は,イノベーショ

ンにむけた公式的な協力の取り決めを結ばずに,新製品,新工程,新サービ

スを開発しているのが現状である｡(2)パー トナーにおうじて研究開発協力

に着手する確率を規定する要因は異なる｡(3)企業規模,市場における新規

性の高い製品の導入,リスク ･コスト･財源のいずれかがイノベーションの
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阻害要因になっている度合いは,イノベーションにむけて協力のとりきめを

結ぶ確率に対して強い正の影響を与える｡

イノベーション ･プロセスにおいて協力行動を展開するかは,主に企業が

導入を試みるイノベーションの性質に依存すると結論づけている｡

2.2研究開発協力行動の動因に関する経験的研究

本項では,研究開発協力行動に着手する理由はなにかの問題意識にもとづ

き,研究開発協力行動の動因の解明を試みた,Angel[2002],Bayonaetal.

[2002],BeckerandDietz[2004]の研究をとりあげ,それぞれのリサーチデ

ザインおよび研究成果を順に概観する｡

Ange忙2002]の研究

Angel[2002]は,研究開発協力の動因を,①研究開発の対象となる技術の

特性要因 (協力が必須のカスタム品か),②売上規模や海外取引依存度など

の企業要因,(勤所在地域の産業基盤要因の3つに分け,米国の製造業495社

からえた質問票調査データの解析により,研究開発協力行動に対する各要因

の説明力を検証している｡研究開発協力については,顧客企業,機械の供給

業者,部品や材料の供給業者,その他の企業とのそれぞれをパートナーにす

る技術開発契約の有無を測定している｡

解析に用いた説明変数は,開発技術の属性,企業規模,海外との取引特性,

地域の属性の4つである｡開発技術の属性は,カスタム品の開発およびカス

タム品の購入で測定している｡企業規模は売上高で測定している｡海外との

取引特性は,海外売上比率および部品 ･材料の輸入比率で測定している｡地

域属性は,所在地における製造業の基盤の大きさ,および所在地の産業に関

する専門分野への特化の度合いで測定している｡

主な作業仮説は,(1)特定の専門分野に特化した産業集積に所在する企業

は,技術の共同開発行動に着手する確率が大きい,(2)製造業の基盤が大き



166 経 営 と 経 済

く,供給業者と顧客とが地理的に近接しながら多くの機能的な結びつきを香

する地域に所在する企業は,技術の共同開発行動に着手する確率が大きい,

である｡

解析の結果,(1)規模の大きい企業は技術の共同開発行動に着手する確率

が大きくなる,(2)製造業の基盤の大きい地域に所在する企業は技術の共同

開発行動に着手する確率が大きくなる,(3)特定の専門分野に特化した地域

に所在する企業は技術の共同開発行動に着手する確率が大きくなる傾向を示

さない,の3つの命題が示されている｡

Bayona.Garcia-MarcoandHuerta[2002]の研究

Bayonaetal.[2002]は,研究開発活動に着手するスペインの製造業1963社

からえた質問票調査データをもちいて,研究開発協力行動の動因の解明を試

みている｡

研究開発協力行動の動因を,①技術開発プロセスの特性に関する要因,②

開発成果の実用化および市場導入に関する要因,③企業要因の3つに分け,

研究開発協力行動に対する各要因の説明力を検証している｡

研究開発協力行動については,1994年から1996年までの期間での共同研究

開発プロジェクトへの参加の有無で測定している｡なお,研究開発協力のパー

トナーの違いは考慮されていない｡

解析に用いた説明変数は,企業が属する産業分野の技術集約度,イノベー

ション活動に対する障害,イノベーションの目的,企業規模,研究開発の力

量の5つである｡イノベーション活動に対する障害については,リスク,投

資の回収,財源,原価管理,市場に関する知識の5つの要素に分けている｡

他方,イノベーションの目的については,既存製品の代替,国内市場シェア

の確保,外国での市場シェア,製造の柔軟性,原価低減,品質向上の6つの

要素に分けている｡

作業仮説は次の5つである｡(1)技術的な不確実性の高い産業分野では,
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技術的不確実性の低い分野よりも,研究開発協力がうまれる傾向が強い｡(2)

イノベーション活動の展開に高いリスクがともなうと認知する企業では,節

究開発協力に着手する傾向が強い｡(3)イノベーション活動をすすめる財源

が不足していると認知する企業では,研究開発協力に着手する傾向が強い｡

(4)製品の幅を広げたり,国内外での市場シェアを高め,市場の知識やアク

セスの改善を探索する企業では,研究開発協力に着手する傾向が強い｡(5)

イノベーションをいかして自社製品を標準にする,製造に柔軟性をもたせる,

製品の品質を高める,製造コストを低減する等により,市場での技術機会の

掌握を探索する企業では,他の企業と研究開発協力に着手する懐向が強い｡

解析の結果,仮説 1および2は支持される,仮説 3は財源不足で支持され,

原価管理の困難さで棄却される,仮説 4および5は棄却された｡

BeckerandDietz[2004]の研究

BeckerandDietz[2004]は,共同研究開発行動の便益に関する既存の知見

にもとづき,①イノベーション活動の目標および障害に関する研究開発活動

要因,②開発成果の専有可能性の状況に関する要因,③企業要因,④技術機

会要因,⑤業界要因の5つに分け,ドイツの製造業2048社のデータの解析に

より,研究開発協力行動に対する各要因の説明力を検証している｡研究開発

協力に関しては,研究開発協力の有無および件数を測定している｡

解析に用いた説明変数は,研究開発集約度,イノベーション活動への障壁,

専有可能性の条件,企業規模,海外売上,多角化,技術機会,業界特性の8

変数である｡なお,作業仮説は明示されていない｡

解析の結果,(1)研究開発集約度とイノベーション活動への障壁は,研究

開発協力の有無および数に正の影響を与える,(2)専有可能性の条件に関し

ては,企業特有の専有メカニズムが研究開発協力の有無に正の影響を与える

一方,法的なメカニズムが研究開発協力の有無および数に負の影響を与える,

(3)企業の多角化は研究開発協力に正の影響を与える,(4)技術機会に関して
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は,供給業者および研究機関の技術知識の重要度が正の,顧客の技術知識の

重要度が負の影響をそれぞれ研究開発協力に与えている,の4点が明らかに

なっている｡

さらに,かれらは,研究開発協力の有無および協力件数が,社内の研究開

発集約度と製品革新の実現に与える影響を検討している｡解析の結果,研究

開発協力行動は社内の研究開発度および製品革新の実現ともに正の有意な影

響を与えるとの発見事実を得ている｡

2.3協力パー トナーと研究開発協力行動の動因との対応に関する経験的研究

本項では,研究開発協力のパートナーに応じて研究開発協力の動因がいか

に異なるかの問題意識にもとづき,研究開発協力におけるパートナーの役割

の解明を試みた,MiottiandSachwald[2003]のリサーチデザインおよび研

究成果を概観する｡

MiottiandSachwald[2003]の研究

MiottiandSachwald[2003]は,フランスの製造業2378社からえた質問調

査票データをもちいて,研究開発協力のパートナーを規定する要因の解明を

試みている｡研究開発協力行動に関しては,垂直的な取引関係にある企業,

競合企業,公的機関のそれぞれをパートナーにする共同研究開発の有無を測

定している｡

研究開発協力行動の動因を,①所属する業界の技術的要田,②競争力の源

泉を先端的な技術開発に依拠する度合い等の企業要因,③技術機会をつかむ

吸収能力といった企業要因の3つにわけ,それぞれをパートナーとする研究

開発協力行動の確率に対する各要因の説明力を検証している｡

解析に用いた説明変数は,産業分野,企業規模,吸収能力,科学的知見へ

の依拠,市場シェア,イノベーションの阻害要因である｡なお,解析に用い

るデータは,Bayona,Garcia-Marco,andHuerta[2002]およびTether[2002]
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と同様に,CIS-2のデータである｡

主な作業仮説は次の5つである｡(1)研究開発集約度の高い業界に属する

企業は,研究開発協力をおこなう傾向が高くなる｡(2)イノベーションの基

盤を科学的な技術フロンティアにある知識におく企業は,研究開発協力の傾

向が高 くなる｡(3)吸収能力のすぐれる企業は,研究開発協力の傾向が高 く

なる｡(4a)垂直的関係での研究開発協力は,競合企業との水平的関係におけ

る研究開発協力よりも頻度が高い｡(4b)競合企業 との水平的な研究開発協

力は,ハイテク産業分野で頻度が大きくなる｡(5)公的研究機関との研究開

発協力は,技術フロンティアにある研究開発をすすめる企業にとってより魅

力がおおきい｡解析の結果,仮説 1,仮説 2,仮説 3,仮説 4a,仮説 4b,

仮説 5はすべて支持されている｡

さらに,かれらは,研究開発のパートナーの違いに応じて,成果変数に与

える影響がいかに異なるかを解析している｡解析の結果,(1)垂直的な取引

関係にある企業との研究開発協力は新製品開発の導入に正の影響を与える,

(2)公的機関との研究開発協力は特許の取得に正の影響を与える,の2つの

主要な発見事実を得ている｡

これまで紹介してきた先行研究の要約を表に示す｡

3 研究開発協力行動に関する研究の特徴

本節では,前節でサーベイした経験的研究成果の特徴を,①研究開発協力

行動の操作化,②研究開発協力行動の説明変数,③企業規模による影響,④

成果変数に対するインパクト,の4つの点から検討する｡

3.1研究開発協力行動の操作化

研究開発協力行動は,協力パートナーの相違および協力形態の区別により

類型化される｡研究開発協力のパー トナーの相違に関しては,(1)協カバー



表 研究開発協力研究に関する主要な経験的研究の概要

デ ータ 被説明変数 説明変数 主な発見事実

FritschandLllkas
[2001]

Te血er[2002]

Angel[2002]

ドイツ国内の3 研究開発協力 従業員規模,吸収能力,売上付
地域に所在する (有無,数 :4 加価値率,製品革新の目的,立
従業員10人以上 つの協力形態, 地,業種
の製造主体1800 4つの対象)
単位

英国の製造業お イノベーション 企業の新規性,企業規模,所有
よぴサービス業 過程での社外パ 構造,業種,研究開発体制,技
を含む従業員10 -トナーとの協 術購入に関する組織特性,イノ
人以上の1270社 力(有無:6対象) ベ-ションのタイプ,イノベー

ションの阻害要田

米国の製造業 技術開発のパー 地域属性,開発技術の属性,企
495社 トナーシップ 業規模,海外取引特性

(有無)

Bayona,Garcia-Marco スペインの従業 研究開発協力 技術集約度,イノベーション括
aTldHuerta[2002] 員10人以上の製 (有無) 動への障害,イノベーションの

造業1963社 目的,企業規模,研究開発の力
l≠■
Eヨ

BeckerandDletZ[2004] ドイツの製造業 研究開発協力 研究開発集約度,イノベ-ショ
2048社 (有無,数) ン活動への障壁,専有可能性の

条件,企業規模,海外売上,多
角化,技術機会,業界特性

MiottiandSachwald フランスの従業 研究開発協力の 産業分野,企業規模,吸収能力,
[2003] 貞10人以上の製 パートナー 科学的知見への依拠,イノベ一

道業2378社 (有無) ショソの阻害要因

規模の大きさは,研究開発協力の確率および数に正の影響を与える｡
研究開発集約度は,研究開発協力の確率に正の影響を与える｡他方,研究開
発協力の数に与える影響は,対象により一様ではない｡
ゲートキーパーの存在は,研究開発協力の確率に正の影響を与える｡
売上付加価値率の大きさは,研究開発協力の確率および数に一部負の影響を
与える｡

協力対象に応じて,研究開発協力の確率に影響を与える要因および影響の方
向は異なる｡
企業規模は研究開発協力の確率に正の影響を与える｡
市場での新規性の高い製品の導入は,研究開発協力の確率に正の影響を与え
る｡

規模の大きさは,技術開発協力の確率に正の影響を与える｡所在地における
製造業の基盤の大きさは,技術開発協力の確率に正の影響を与える｡

技術的な不確実性の高さは,研究開発協力の確率に正の影響を与える｡
イノベーションに対するリスク認知は,研究開発協力の確率に正の影響を与
える｡
イノベーションの阻害要因としての財源不足は,研究開発協力の確率に正の
影響を与える｡

研究開発集約度,イノベーション活動への障壁は,研究開発協力の確率およ
び数に正の影響を与える｡
企業特有の専有メカニズムは,研究開発協力の確率に正の影響を与える｡
法的な専有メカニズムは,研究開発協力の有無および数に負の影響を与える｡
多角化は研究開発協力に正の影響を与える｡
供給業者および研究機関の技術的知識の重要度は,研究開発協力の確率に正
の影響を与えている｡
顧客企業の技術的知識の重要度は,研究開発協力の確率に負の影響を与えて
いる｡

業界の研究開発集約度は,研究開発協力の確率に正の影響を与える｡
科学的知見への依拠度は,研究開発協力の確率に正の影響を与える｡
吸収能力は,研究開発協力の確率に正の影響を与える｡

筒

璃

t

閣

鞘
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トナーを区別せずに研究開発協力行動を測定する研究と,(2)協力パートナー

をいくつかのタイプに区別し,研究開発協力行動を測定する研究がある｡

FritschandLukas[2001]は,顧客企業,供給業者,垂直的な関係にない他

の企業,公的研究棟関の4つのパー トナーを,Tether[2002]は,顧客企業,

供給業者,競合企業,大学,コンサルタント,その他の6つのパートナーを,

MiottiandSachwald[2003]は垂直的な取引関係にある企業,競合企業,公

的機関の3つのパー トナーをそれぞれ区別し,それぞれの主体との研究開発

協力行動を測定している｡

他方,研究開発協力の形態に関しては,(1)研究開発活動における各種の

協力形態を区別せず協力行動を測定する研究[Bayonaetal.2002;Tether,

2002;MiottiandSachwald,2003;BeckerandDietz,2004]および(2)

FritschandLukas[2001]のように,研究開発協力を①情報収集目的の非公

式な接触,(参組織的な情報や経験の交換,(∋研究開発プロジェクトの計画 ･

実行での協力,④開発成果のパイロット利用の4つの協力形態に識別し測定

する研究がある｡

研究開発協力行動の測定尺度には,協力行動の有無に関するカテゴリ変数

と協力件数とがある｡なお,協力件数を被説明変数にするモデルで解析する

研究においては,協力行動の有無を被説明変数にするモデルが併用されてい

る｡

3.2研究開発協力行動の説明変数

研究開発協力行動の説明には,①研究開発環境要因による説明,②企業要

因による説明,③研究開発協力が生起する社会的要因による説明の3つが区

別される｡

①の研究開発環境要因による説明に関連する変数に,産業分野および専有

可能性がある｡これらの変数は,取引費用理論の視角にもとづきモデルを設

定した研究開発協力研究において長らく検討されてきた変数である｡取引費
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用理論にもとづ く研究開発協力行動の先駆的研究のひとつであるPisan°

[1990]は,バイオ産業という先端技術領域分野における開発の担い手の不足

を原因とするスモールナンバーバーゲニングの問題 と専有可能性の問題 と

が,製薬企業とバイオベンチャーとの研究開発協力行動に与える影響を検討

している｡

前節で概観した先行研究において,産業分野に関しては,技術の発展段階

および技術的な不確実性の高さが研究開発協力行動に与える影響の解明を中

心的な課題にしている｡他方,専有可能性の条件に関しては,開発成果に関

する専有メカニズムの強さが研究開発協力に与える影響の解明を中心的な課

題にしている｡

②の企業要因による説明に関連する変数に,研究開発の力量,吸収能力,

研究開発活動の目的および性質,研究開発活動の阻害要因,企業規模などが

ある｡企業要田が研究開発協力行動に与える影響に関しては,資源ベース視

角による説明が試みられている｡

資源ベース視角は,社内の技術的資源の不足を補う,もしくは社外のすぐ

れた技術的資源へのアクセスを確保するために,企業が研究開発協力行動を

展開するとの説明を与える視角である｡企業の有する研究開発の力量,社外

の技術を評価し社内に移転する吸収能力などの組織能力要因,研究開発活動

の目的,性質,阻害要因などの研究開発プロセス要因のそれぞれが研究開発

協力行動に与える影響の解明を中山的な課題にしている.

③の研究開発協力が生起する社会的要因による説明で取り上げられる変数

に,地域特性,社会関係資本などがある｡本稿でサーベイした先行研究にお

いては,社会関係資本に関する変数を測定し解析に用いた事例は確認できな

かった｡一方,地域特性に関してはFritschandLukas[2001]が検討し,

立地が研究開発協力の確率および協力件数ともに影響を与える解析結果を報

告している｡地域特性が研究開発協力行動に与える影響に関しては,地域の

文化的要因,模倣的同形化などの様々な考え方にもとづく説明が試みられて
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いる｡研究開発協力行動に限らず,地域特性が企業の研究開発活動全般に与

える影響については,近年経験的研究が蓄積されつつある[Fritsch,2001;

Smithetal.2002;HartandMcGuinness,2003;FritschandFranke,2004]｡

以上のように,説明変数の選択は,研究者が依拠する理論視角を反映して

いる｡研究開発協力行動の理論視角には,①研究開発環境要因による影響に

より説明を試みる取引費用視角,②企業要因を重視する資源ベース視角,③

研究開発協力が生起する社会的要因を重視する視角の3つがある｡

3.3企業規模による影響

前節で取り上げた6つの先行研究では,調査サンプルの企業規模が多様で

ある｡また,それぞれの調査サンプルの従業員規模に関する記述統計が示さ

れていない｡そのため,先行研究の分析結果が,大企業特有の知見であるか,

中小企業特有の知見であるかについて判断する十分な材料を有していない｡

なお,企業規模が研究開発協力行動に与える影響に関しては,いくつかの研

究で正の影響関係が確認されている｡

Bayonaetal.[2002]は,標本を大規模企業群および中小規模の企業群に

わけ,それぞれのデータセットを用いて解析を実施した数少ない研究のひと

つである｡解析の結果,(1)大規模企業と小規模企業とで,研究開発協力行

動に影響を与える要因は異なる,(2)大規模の企業では,技術開発上の要因

や高コストで不確実性が高いという研究開発活動の性質が研究開発協力に影

響を与える,(3)小規模の企業では,市場知識の不足などの市場関連要因お

よびイノベーション ･プロセス自体に関連する要因が研究開発協力に影響を

与える,の3点を指摘している｡

3.4成果に対するインパクト

研究開発協力がなんらかの成果変数に与える影響に関しては,従来,研究

開発プロセスおける提携の利用と新製品開発率とに正の影響関係が確認され
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てきた[DeedsandHill,1996;Sham,WalkerandKogut,1994]｡Ahuja

[2000]は,化学産業の経時的ケース研究を通して,他方,Baum,Calabrese,

andSilverman[2000]は,バイオテクノロジー分野の新規開業企業の調査研

究を通して,それぞれ研究開発協力が特許成果に正の影響を与えることを指

摘している｡

前節で取り上げた先行研究においても,研究開発協力が成果変数に与える

影響を検討している｡BeckerandDietz[2004]は,研究開発協力の有無およ

び協力件数が製品革新に与える影響を検討している｡他方,Miottiand

Sachwald[2003]は,研究開発のパー トナーにおうじて,異なる成果変数に

影響を与えることを実証している｡垂直的な取引関係にある企業との研究開

発協力は新製品開発の導入に正の影響を与える一方,公的機関との研究開発

協力は特許の取得に正の影響を与えていた｡

MiottiandSachwald[2003]と同様に,研究開発協力のパートナーと成果

変数との関係の解明を試みた研究にBougrainandHaudeville[2002]がある｡

かれらは,フランス国内にある従業員500人未満の中小企業247社からえた

313のイノベーション ･プロジェクトに関するデータを解析し,研究開発の

パートナーがプロジェクトの成功確率に与える影響を検討している｡ロジス

ティック回帰分析の結果,供給業者および国立研究センターを技術パート

ナーにすることはプロジェクトの成功に有意な負の影響を与える一方,顧客

企業,技術センター,大学等の教育研究機関などを技術パートナーにするこ

とは有意な影響を示さなかった｡また,カイ二乗検定の結果,技術的なパー

トナーシップとプロジェクトの成功との間に有意な直接的な関係がないとの

発見事実を得ている｡

以上の通り,企業のイノベーション ･プロセスにおける研究開発協力の役

割に関する実証が数多くおこなわれているが,研究開発協力は製品 ･工程革

新の導入に影響を与えるひとつの説明変数にすぎないという指摘[Hagedoorn

andSchakenraad,1994;Stuart,2000;AthreyeandKeeble,2002]もある｡



研究開発協力行動に関する経験的研究の現状と展望 175

また,研究開発協力の件数とイノベーション成果とに直接的な相関関係は確

認できないとの研究成果がある[Stuart,2000]｡研究開発協力行動が成果に

与えるインパクトに関しては,異なる研究結果が報告されており,統一的な

見解を有していないのが現状である｡

4 結びにかえて :残された研究課題

本稿では,企業の研究開発協力行動の解明を試みた近年の経験的研究を取

り上げ,それぞれのリサーチデザインおよび研究成果を概観するとともに,

研究開発協力行動に関する経験的研究の特徴を,①研究開発協力行動の操作

化,②説明変数の設定,③企業規模による影響,(彰成果変数に対するインパ

クトの4つの点から整理した｡

以上の議論をふまえ,研究開発協力行動に関する残された研究課題につい

て述べる｡

第 1の研究課題は,企業の研究開発協力行動そのものに関する観察をとお

して,研究開発協力行動の実態をより反映した,研究開発協力行動の操作的

定義を開発することである｡従来の研究では,研究開発協力のパートナーの

質的な相違,研究開発における協力形態の相違に対して十分な考慮がなされ

ているとは言えない｡

第 2の研究課題は,パートナーの違いに応じて,いかなる要因が研究開発

協力行動を促進し,あるいは阻害するのかを明らかにしていくことである｡

先行研究において既に,(1)パートナーの違いに応じて研究開発協力行動の

件数は異なる,(2)パー トナーの違いに応じて研究開発協力行動の動因は異

なる,の2つの発見事実を得ている｡この発見事実は,従来の研究開発協力

行動に関する理論では十分な検討がなされているとはいえない現象であり,

なぜパー トナーのタイプに応じて研究開発協力行動を規定する要因が異なる

かの解明があらたな研究課題になっている｡
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近年では公的研究機関との研究開発協力行動に関する定量的および定性的

研究,産学連携に関する経験的研究が広 くおこなわれ始めている｡研究機関

との研究開発協力の成功を規定する要因を実証したMora-Valentin[2004],

大学 との研究開発協力が開発成果に与える影響を実証したGeorge,Zahra

andWood[2002]などの先駆的研究がある｡

今後は,大学,サプライヤ,顧客企業,競合企業,公設試をふくむ研究機

関のそれぞれの協力先を相手に,企業がいつ,なぜ,どのような協力をすす

めるかに関する経験的データの収集が求められる｡また,供給業者,顧客企

莱,競合企業,研究機関などで研究協力開発のパー トナーとしての特性や役

割にいかなる相違があるかに関する考察が求められる｡

第 3の研究課題は,研究開発協力プロセスを詳細に記述し,解明していく

ことである｡先行研究においては,定量的調査手法を用いて,もっぱらそれ

ぞれの説明変数が研究開発協力行動にあたえる直接的な影響の解明がおこな

われてきた｡

研究開発協力行動という複雑な現象を解明していくには,研究開発協力を

促進 ･阻害する要因の析出だけでは十分とは言えない｡研究開発協力がうま

れ 継続するプロセスについて,詳細に記述したうえで分析することが求め

られる｡研究開発協力行動のプロセスを詳細に記述することによって,研究

開発協力がうまれ継続するプロセスでどのような事象が生じるか,いかなる

要因がいかなるタイミングで重要な役割を果たすのか,どのタイミングでい

かなる主体が協力のパートナーとして重要な役割を有するかなどについて,

既存の理論的な分析視角にとらわれることなく新しい知見を得ることができ

る｡

第 4の研究課題は,企業規模をコントロールした議論の展開である｡日本

の産学共同研究は,おもに中小企業とベンチャーを中山にすすんでいる実情

がある[榊原 ･伊地知,2001]｡一方,中小企業やベンチャーといった中小規

模の企業を対象にした経験的研究は不足している｡既存の研究開発協力行動
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研究から,中小企業およびベンチャーの研究開発協力に対する一定の含意を

引き出すために,規模の違いが研究開発協力行動にいかなる影響を与えるか

に関する経験的証拠にもとづく理論的考察が求められる｡

第 5の研究課題は,研究開発協力行動が成果に与えるインパクトに関する,

経験的証拠にもとづくさらなる探求である｡先述のとおり,研究開発協力行

動が新製品開発率,取得特許数などの各種の開発成果指標に与える影響関係

に関しては,異なる研究結果が報告されており,統一的な見解を有していな

い｡実際,研究開発協力をとおして技術開発を実現しても,実用化につなが

らない事例は少なくない｡Shan[1990]は,バイオテクノロジー産業におい

て,技術開発力に基盤をおく新規開業企業が開発技術を実用化するプロセス

での協力行動を規定する要因の解明を試みた数少ない研究のひとつである｡

今後,開発成果を実用化するプロセスでの協力関係を含め,研究開発協力行

動と成果変数との因果関係を主張するためには,特定の現象が ｢なぜ｣そし

て ｢どのように｣して生起するかの解明にすぐれる調査手法である事例研究

を手がかりにすることが有用であろう｡

付記

本稿は,文部科学省科学研究費補助金 (若手 (B),課題番号14730103)

を受け実施している研究成果の一部である｡
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